
第6号様式記載の手引

 ヽこ の申告書の用途等

(1)こ の申告書は、仮決算に基づく中間申告 (連結法人以外の法人が行う中間申告に限ります。)、確定した決算に基づく確定申

告及びこれらに係る修正申告をする場合に使用します。

121 この申告書は、事務所又は事業所 (以下 「事務所等」といいます。)所 在地の都道府県知事に1通を提出してください。ただ

し、2以上の都道府県に事務所等を有する法人は、主たる事務所等所在地の都道府県知事に対しては、写し (提出用の写し)

1通を添付してください。

しか

欄 記 裁 の し か た 留 意 事 項

1「※処理事項」 記載する必要はありませ

2 金 額の単位区分 (けた)の あ

る欄

単位区分に従つて正確に記載 してください。また記載すべき

金額が赤字額となるときは、その金額の直前の単位 (けた)に

△印を付してください、

3「 法人名」 法人課税信託の受託者が当該法人課税信託について、この申

告書を提出する場合にあつては、当該法人課税信託の名称を併

記してください。

4「 所在地」 本店の所在地を記載してください。なお、2以上の都道府県

に事務所等を有する法人が、当該都道府県内に支店等のみを有

する場合にあつては、主たる支店等の所在地も併記してくださ

い^

5「代表者自署押印」及び 「経理

責任者自署押印」

この申告書の作成時における法人の業務を主宰している者及

び経理の責任者 (外国法人にあっては、この法律の施行地にあ

る資産若しくは事業の管理又は経営の責任者及び経理の責任者)

が自署し、押印してください。

2以上の都道府県に事務

所等を有する法人が主たる

事務所等以外の事務所等所

在地の都道府県知事に提出

する申告書については、記

名押印で差し支えありませ

ん、

「この申告の基礎」 法人税に係る修正申告、更正、決定又は再更正を基礎にして

修正申告をする場合は、法人税に係る修正申告書を提出し、又

は更正、決定若しくは再更正を受けた年月日 (当該法人が連結

子法人である場合又は連結子法人であつた場合にあっては、当

該法人との間に連結完全支配関係がある連結親法人若しくは連

結完全支配関係があつた連給親法人が法人税に係る修正申告書

を提出し、又は更正、決定若しくは再更正を受けた年月日)を

記載してくださいハ

7「事業種目」 事業の種類を具体的に、例えば 「電気器具製造業」と記載し

ます。なお、2以上の事業を行う場合にはそれぞれの事業を記

載し、主たる事業に①印を付してください。

8「期末現在の資本金の額又は出

資金の額」及び 「期末現在の

資本金等の額又は連結個別資

本金等の額」

期末 (中間申告の場合にあっては、その計算期間の末日)現

在における資本金の額又は出資金の額、法人税法第 2条第16号

に規定する資本金等の額又は同条第17号の2に規定する連結個

別資本金等の額 (保険業法に規定する相互会社にあつては、純

奮産額)を それぞれの欄に記裁します^

9「
醤

府

呈

民

盤
の  申 告書」

空欄は、次のように記載します。

(D 法 人税の中間申告書及び法第72条の26第1項ただし害の規

定による申告の場合は、「中間」

125 法人税の確定申告書 (退職年金等積立金に係るものを除き

ます。)又 は連結確定申告書及び法第72条の25又は法第72条の

28の規定による申告の場合は、「確定」

③ (1)又は②に係る修正申告の場合は、「修正中間」又は 「修正

確庁1

修正申告の場合は、「こ

の申告の基礎」の欄も記載

してください。



欄 記 載 の し か た 留 責 事 項

10「法人税法の規定によって計算

した法人税額①」

次に掲げる法人税の申告書を提出する法人の区分ごとに、そ

れぞれに定める法人税の申告書の欄の金額を記載します。

(1)別 表 1(1)を提出する法人 別 表 1(Dの10の欄の金額 (ただ

し、この①の欄の上段の ( )内 に記載された金額 (使途秘

匿金税額等)が ある場合には、当該金額をカロ算した合計額を

記載します。以下②及び0に おいても同じです。)

122 別表 l129を提出する法人 別 表 1のの13の欄の金額

(31 別表 10を 提出する法人 別 表 10の 8の欄の金額

なお、( )内 には、使途秘匿金の支出の額の40%相 当額 (別

表 1(1)の10の欄の上段に外書として記載された金額、別表 l②

の13の欄の上段に外書として記載された金額又は別表 10の 8

の欄の上段に外書として記載された金額)、リース特別控除取戻

税額 (別表 1(1)の5の欄、別表 l② の10の欄又は別表 10の 5

の欄の金額)及 び土地譲渡利益金額に対する法人税額 (別表 1

(Dの7の欄、別表 l122の12の欄又は別表 10の 7の欄の金額)

の合計額矛記裁しますハ

ω 連 結法人及び連結法人

であつた法人は、記載し

ないでください。

②  2以 上の都道府県に事

務所等を有する法人及び

東京都の特別区と市町村

とに事務所等を有する法

人 (以下 「都内分害1法人」

といいます。)は 、記載

する必要はありません。

11「試験研究費の額に係る法人税

額の特別控除額②」

次に掲げる法人の区分ごとに、それぞれに定める金額を記載

します。

(1)租 税特別措置法第42条の4第 1項 (試験研究費の総額等に

係る税額控除)、第 2項 (特別試験研究費に係る税額控除)及

び第 3項 (繰越税額控除限度超過額に係る税額控除)の 規定

の適用を受ける法人 法 人税の明細書 (別表 60)の 18の欄

の金額

12j 租税特別措置法第42条の4第 6項 (中小企業者等の試験研

究費に係る税額控除)又 は第 7項 (繰越中小企業者等税額控

除限度超過額に係る税額控除)の 規定の適用を受ける法人

零

③ 租 税特別措置法第42条の4第9項 (試験研究費の増加額等に

係る法人税額の特別控除)の 規定の適用を受ける法人 (中小

起業者等を除きます。) 法 人税の明細書 (別表6(8))の 17

の欄の金額

連結法人及び連結法人で

あつた法人は、記載しない

でください。

12「みなし配当の25%相 当額の控

除額③」

次に掲げる法人税の申告書を提出する法人の区分ごとに、そ

れぞれに定める法人税の申告書の金額を記載します。

(D 別 表 10を 提出する法人 別 表 1(Dの42の欄の金額のうち

みなし配当の25%に 相当する金額

② 別 表 l② を提出する法人 別 表 l②の34の欄の金額

③ 別 表 10を 提出する法人 別 表 10の 31の欄の金額のうち

みなし配当の250/0に相当する金額

連結法人及び遵結法人で

あつた法人は、記載しない

でください。

13「還付法人税額等の控除額④」 第 6号様式別表 2の 3の⑤の計欄の金額を記載します。 連結法人及び連結法人で

あつた法人は、記載しない

でください.

14「退職年金等積立金に係る法人

税額⑤」

法人税の申告書 (別表19)の 12の欄の金額を記載します。 (1)連 絡法人及び連結法人

であつた法人は、記載し

ないでください。

②  2以 上の都道府県に事

務所等を有する法人及び

都内分割法人は、記載す

る必要はありません。

0 第 6号 の2様式の申告

書を提出すべき法人も記

載してくださぃ^
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欄 記 載 の し か た 留 意 事 項

15「課税標準となる法人税額又は

個別帰属法人税額

①十②一③一④+⑥  ⑥ 」

0 次 に掲げる法人の区分ごとに、それぞれに定める金額を記

載します。

④ 連 結法人及び連結法人であつた法人以外の法人で、一の

都道府県にのみ事務所等を有する法人 (都内分害1法人を除

きます。) ① 十②一③一④十⑤の金額

0 達 結法人及び連結法人であつた法人以外の法人で、2以

上の都道府県に事務所等を有する法人及び都内分害1法人

第10号様式の③の欄の金額

0, 連 結法人及び連結法人であつた法人 第 6号 様式別表 1

の③の欄の金額

122 この金額に1,000円未満の端数があるとき、又はその全額が

1,000円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り

捨ててくださいn

16「2以 上の道府県に事務所又は

事業所を有する法人における

課税標準 となる法人税額又は

価珊11忌屋か 人持短r7nl

2以 上の都道府県に事務所等を有する法人が第10号様式の道

府県民税の 「分割課税標準額」の欄の当該都道府県分の金額を

記載します。ただし、東京都に申告する場合にあつては、②及

て臨 の欄の金箱の合計箱孝記裁 1夕ます^

一の都道府県にのみ事務

所等を有する法人は記載す

る必要はありません。

17「法人税割額 (⑥又は②×而 )

③」

一の都道府県にのみ事務所等を有する法人は⑥の欄の金額に、

2以 上の都道府県に事務所等を有する法人は②の欄の金額に税

率を乗じて計算します。ただし、東京都に申告する場合にあつ

ては、のとのの欄の金額の合計額を記裁します、

税額の計算を行 う場合の

税率は、各都道府県ごとに

定められた税率によってく

ださいヘ

18「外国の法人税等の額の控除額

③」

第 6号様式別表 3の②の欄の金額 (2以 上の都道府県に事務

所等を有する法人にあつては、①の欄の当該都道府県分の金額)

又は第 6号様式別表 3の 2の①の欄の金額 (2以 上の都道府県

に事務所等を有する法人及び都内分割法人にあっては、⑩及び

②の欄の東京都分の金額の合計額)を 記載します_

19「利子割額に関する計算」

(④から②までの欄)

(1)② の欄には、第 6号様式別表 4の 4の 「計 5」 の③の欄及

び第 9号 の2様式の 「合計⑬」の欄と同じ金額を記載します。

② ② の欄には、④の欄の金額と③の欄の金額から③及び①の

欄の金額を控除した金額のうち少ない金額を記載します。

③ ⑩ の欄には、④の欄の金額から①の欄の金額を控除した金

額を記栽します。なお、この申告書が確定申告書である場合

で、⑭の欄の還付請求書に代わるものとして使用するときに

は、この金額を①の欄に移記します。

142 ③及び②の欄は、この申告書が修正申告書であるときに記

載します。

O ③ の欄には、この修正申告の前の申告書の⑩の欄の金額を

記載します。なお、この修正申告が更正後初めて提出するも

のであるときには、当該更正において法人税割額から控除す

ることができなかつた利子割額に相当する金額を記載します。

また、これらの金額のうちまだ還付を受けていないものがあ

る場合であっても上記の金額を記載します。

⑥ ② の欄には、③の欄の金額から⑩の欄の金額を控除した金

額を記載しますハ

④及び②の欄は、この申

告の前の申告書のこれらの

欄に記載された金額に異動

がない場合であっても必ず

記載します。

20「利子割額の控除額① のの欄の金額を記裁 します。

21「差引法人税割額

③一◎―①一① ② 」

この金額に100円未満の端数があるとき、又はその全額が100

円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てて

ください。



欄 記 載 の し か た 留 意 事 項

「既に納付の確定した当期分の

法人税割額①」

既に納付の確定した当期分の法人税割額を記載し、法人税法

第89条 (同法第145条の 5に おいて準用する場合を含みます。)

の規定によつて法人税に係る申告書を提出する義務がある法人

がこの申告書を提出するときは、第 6号 の 2様式の申告書の③

の欄の金額についても記載します。なお、この申告の前の修正

申告書で既還付請求利子割額が過大である場合の納付額があっ

た法人は、その修正申告書の①の欄の金額を含めないで記載し

ます。また、この申告の前の更正において既還付請求利子害1額

が過大である場合の納付額があった法人についても同様に、「既

還付請求利子割額が過大である場合の納付額」を含めないで記

載します。

23「租税条約の実施に係る法人税

割額の控除額⑭」

「②の欄の金額一①の欄の金額」と 「租税条約の実施に係る

更正に伴う法人税割額」とのいずれか少ない金額を記載します。

この場合において、その金額が負数となるときは記載しない

でください、

24「既還付請求利子割額が過大で

ある場合の納付箱∩ l

この申告書が修正申告書であるときに、⑫の欄の金額を記載

します.

25「算定期間中において事務所等

を有していた月数⑦」

この月数は、暦に従つて計算し、 1月 に満たないときは 1月

とし、1月に満たない端数を生じたときは切り捨ててください。

算定期間中に事務所等又

は寮等の新設又は廃止があ

った場合は、その月数には

新設又は廃止の日を含みま
・チ
~.

26「円×端 働
(D こ の金額に100円未満の端数があるときは、その端数金額は

切り捨ててください。

② 東 京都に申告する場合は、次に掲げる法人の区分ごとに、

それぞれに定める金額を記載します。

142 東京都の特別区のみに事務所等又は寮等を有する法人

主たる事務所等又は寮等所在の特別区の均等割額 (道府県

分と市町村分)に 従たる事務所等又は寮等所在の特別区の

数に応じた特別区の均等割額 (市町村分)を 加算した金額

0 東 京都の特別区と東京都の市町村のいずれにも事務所等

又は寮等を有する法人 道 府県分の均等割額に事務所等又

は寮等所在の特別区の数に応じた特別区の均等割額 (市町

村分)を 加算した金額

9)東 京都の市町村のみに事務所等又は寮等を有する法人

事務所等又は寮等の所在する市町村の数にかかわりなく一

の道府県分の均等害J額

特別区に事務所等又は寮

等を有する法人が東京都に

申告する場合にあっては、

第 6号様式別表4の 3の 「均

等害1額の計算」の③の欄の

金額を記載します。

27「この申告により納付すべき道

府県民補額①十の の |

⑥又は②の欄に△印を付 して記載 した場合におけるこの欄の

計算については、①文はめの欄済審ル1夕て計宜 1夕ますべ

「④のうち見込納付額②」 法人税法第75条の2第 1項 (同法第145条において準用する場

合を含みます。)の 規定により確定申告書の提出期限が延長され

ている法人が道府県民税につき申告書の提出前に納付した金額

又は同法第81条の24第 1項 の規定により連結確定申告書の提出

期限が延長されている法人 (当該法人との間に連結完全支配関

係がある連結子法人 (連結申告法人に限ります。)を 含みます。)

が道府県民税につき申告書の提出前に納付した金額を記載しま

す。

29「東京都に申告する場合の①の

計算」(②から②までの欄)

(D ② の欄は東京都の特別区のみに事務所等を有する法人にあ

っては⑥の欄の金額を記載し、2以上の都道府県に事務所等

を有する法人及び都内分割法人にあっては第10号様式の道府

県民税の 「分割課税標準額」の欄の東京都の特別区分の金額

を記載します。

東京都以外の道府県に申

告する場合は、記載する必

要はありません。



欄 記 載 の し か た 留 意 事 項

12j ④の欄は東京都の市町村のみに事務所等を有する法人にあ

つては⑥の欄の金額を記載し、2以上の都道府県に事務所等

を有する法人及び都内分割法人にあっては第10号様式の道府

県民税の 「分割課税標準額」の欄の東京都の市町村分の金額

を記載します。ただし、東京都の2以上の市町村に事務所等

を有する法人は、上記 「分割課税標準額」の欄の市町村分の

合計額によらず次の算式により算定した金額を記載します。

法人税額又は個別帰属法人税額X

東京都の市町村分の従業者数

従業者の総数

事業税の 「所得割」

(⑤から③までの欄)

③の欄は、法第72条の23第 1項 ただし書の規定の適用を受

ける医療法人若しくは農業協同組合連合会、法第72条の24の

規定の適用を受ける法人、事業税を課されない事業とその他

の事業とをあわせて行う法人、法人税法第62条第 2項 の規定

の適用を受ける法人、租税特別措置法第61条の規定の適用を

受ける法人、同法第67条の14第1項 の規定の適用を受ける法

人又は同法第67条の15第1項 の規定の適用を受ける法人にあ

つては第6号様式別表 5の②の欄の金額を、その他の法人に

あつてはこの申告書の⑩の欄の金額を記載します。

②から⑤までの各欄の課税標準の額は、次に掲げる法人の

区分に応じそれぞれに定める金額を記載します。

④  2以 上の都道府県に事務所等を有する法人 第 10号様式

の事業税の 「分割課税標準額」の欄のうち、当該都道府県

分の金額を記載します。

(Pl 一の都道府県にのみ事務所等を有する法人 ③ の欄の金

額が年400万円 (その事業年度が 1年 に満たない場合にお

いては、400万円にその事業年度の月数を乗じて12で除し

て得た金額。以下同じ。)以 下であるときはその金額を①

の欄に、年400万円を超え年800万円 (その事業年度が 1年

に満たない場合においては、800万円にその事業年度の月

数を乗じて12で除して得た金額。以下同じ。)以 下である

ときはこれを年400万円以下の金額及び年400万円を超え年

800万円以下の金額に区分してそれぞれ③及び⑤の各欄に、

年800万円を超えるときはこれを年400万円以下の金額、年

400万円を超え年800万円以下の金額及び年800万円を超え

る金額に区分して、それぞ約⑭、⑤及び③の各欄に記載し

ます。

|)特 別法人 (協同組合等)で あって次の0に 該当しないも

の 所 得金額が年400万円以下であるときはその金額を③

の欄に、年400万円を超えるときは年400万円以下の金額を

①の欄に、年400万円を超える金額を⑤の欄にそれぞれ記

載します。

0 租 税特別措置法第68条第 1項の規定に該当する法人 所

得金額が年400万円以下であるときはその金額を⑭の欄に、

年400万円を超え年10億円 (その事業年度が 1年 に満たな

い場合においては、10億円にその事業年度の月教を乗じて

12で除して得た金額。以下同じ。)以 下であるときは年400

万円以下の金額を①の欄に、年400万円を超え年10億円以

下の金額を⑤の欄に、また、年10億円を超えるときは年40

0万円以下の金額を①の欄に、年400万円を超え年10億円以

下の金額を⑤の欄に、年10億円を超える金額を⑤の欄にそ

れぞれ記載します^

(D 収入金額課税法人 (電

気供給業、ガス供給業及

び保険業を行う法人)は、

記載する必要はありませ

ん。

その事業年度が 1年 に

満たない場合において、

③の欄の金額が400万円

を超え800万 円以下であ

るときの⑤の欄の金額

は、⑤の欄の金額から③

の欄の金額 (端数を切り

捨てる前の金額)を 控除

して算出し、①の欄の金

額が800万円を超えると

きの①の欄の金額は、③

の欄の金額から③及び⑤

の各欄の金額 (端数を切

り捨てる前の金額)を 控

除 して算出してくださ

い。

軽減税率の適用されな

い法人とは、事業年度の

末日において、 3以 上の

都道府県に事務所等を設

けて事業を行 う法人で資

本金の額又は出資金の額

が1,000万円以上の法人

をいいます。
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欄 記 載 の し か た 留 意 事 彊

O ③ の欄の課税標準の額は、法第72条の24の7第 3項 の規定

により軽減税率が適用されない法人がその所得金額を記載し

ます。

④ ③から③までの各欄の課税標準の額に1,000円未満の端数が

あるとき又はその全額が1,000円未満であるときは、その端教

金額又はその全額を切り捨て、税額に100日未満の端数がある

とき又はその全額が100円未満であるときは、その端数金額又

はその合額を切り捨ててください^

31「付加価値割」(③及び①の欄) (1)① の欄は、法第72条の2第 1項第 1号イに掲げる法人 (外

形対象法人)が 、第 6号様式別表 5の 2の①の欄の金額を記

載します。

②  ④ の欄の課税標準の額は、一の都道府県にのみ事務所等を

有する法人にあっては①の欄の金額を記裁し、2以 上の都道

府県に事務所等を有する法人にあっては第10号様式の事業税

の 「分害J課税標準額」の欄の当該都道府県分の金額を記載し

ます。

この場合において課税標準の額に1,000円未満の端教がある

とき又はその全額が1,000円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨て、税額に100円未満の端数があるとき

又はその全額が100円未満であるときは、その端数金額又はそ

の全額を切り捨ててください。

32「資本割」(④及び②の欄) (D ④ の欄は、法第72条の2第 1項第 1号イに掲げる法人 (外

形対象法人)が 、第 6号様式別表 5の 2の⑩の欄の金額を記

載します。

② ② の欄の課税標準の額は、一の都道府県にのみ事務所等を

有する法人にあっては④の欄の金額を記載し、 2以上の都道

府県に事務所等を有する法人にあつては第10号様式の事業税

の 「分害J課税標準額」の欄の当該都道府県分の金額を記載し

ます。

この場合において課税標準の額に1,000円未満の端数がある

とき又はその全額が1,000円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨て、税額に100円未満の端数があるとき

又はその全額が100円未満であるときは、その端数金額又はそ

の全額を切り捨ててください。

33「収入害1」(④及び④の欄) 収入金額課税法人のみが次のように記載します。

(1)④ の欄は、電気供給業及びガス供給業を行う法人にあつて

は第 6号様式別表 6の③の欄の金額を、生命保険会社又は外

国生命保険会社等にあっては第 6号様式別表 7の⑤の欄の金

額を、損害保険会社又は外国損害保険会社等にあっては第 6

号様式別表 8の ②の欄の金額を、少額短期保険業者にあつて

は同表の②の欄の金額を記載します。

②  ④ の欄の課税標準の額は、一の都道府県にのみ事務所等を

有する法人にあつては④の欄の金額を記載し、2以 上の都道

府県に事務所等を有する法人にあつては第10号様式の事業税

の 「分割課税標準額」の欄の当該都道府県分の金額を記載し

ます。

この場合において課税標準の額に1,000円未満の端数がある

とき又はその全額が1,000円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨て、税額に100円未満の端数があるとき

又はその全額が100円未満であるときは、その端数金額又はそ

の合箱 券切 り捨 てて くだ さい^

34「租税条約の実施に係る事業税

額の控除額④」

「⑤の欄の金額一①の欄の金額一④の欄の金額」と 「租税条

約の実施に係る更正に伴う事業税額」とのいずれか少ない金額

を記載します。

この場合において、その金額が負数となるときは記載しない

でくださいハ



欄 記 載 の し か た 留 責 事 項

35「この申告により納付すべき事

業税額⑤一④―④一④ ④ 」

及び 「④の内訳」の各欄

(⑩から①までの欄)

①の欄は、①の欄から④の欄、④の欄及び④の欄の金額を控

除した金額を記載し、⑩から⑤までの欄は、その割ごとの内訳

の金額をそれぞれ記載します。この場合において、①から①ま

での欄に負数が生じるときであつても、△印を付してそのまま

記載してくださいハ

36「◎のうち見込納付額 ① 」及

び 「①の内訳」の各欄

(①から①までの欄)

①の欄は、法第72条の25第3項又は第 5項 (法第72条の28第

2項 においてこれらの規定を準用する場合を含みます。)の 規定

により確定申告書の提出期限が延長されている法人が事業税に

つき当該申告書の提出前に納付した金額を記載し、①から①ま

での綱は、その割ごたの内訳のか箱力/rれぞれ記裁 1ンます^

37「差う|◎一① ③」及び 「①の

内訳」の各欄

(⑩から⑤までの欄)

①の欄は、⑩の欄から①の欄の金額を控除した金額を記載し、

①から③までの欄は、その割ごとの内訳の金額をそれぞれ記載

します。この場合において、①から⑮までの欄に負数が生じる

ときであってギら、△印を付してそのまま記裁してくださいハ
「所得金額の計算」

(③から⑩までの欄)

法第72条の23第 1項ただし書の規定の適用を受ける医療法人

若しくは農業協同組合連合会、法第72条の24の規定の適用を受

ける法人、事業税を課されない事業とその他の事業とをあわせ

て行う法人、法人税法第62条第2項 の規定の適用を受ける法人、

租税特別措置法第61条の規定の適用を受ける法人、同法第67条

の14第1項 の規定の適用を受ける法人又は同法第67条の15第1

項の規定の適用を受ける法人以外の法人にあつては、次のよう

に記載します。

(D ① の欄は、連結申告法人以外の法人にあつては法人税の明

細書 (別表4)の 30の欄の金額を、連結申告法人にあっては

法人税の明細書 (別表4の 2付表)の 41の欄の金額を記載し

ます。

ただし、連結申告法人について、法人税の明細書 (別表 4

の2付表)の 8の欄に記載された金額がある場合には、その

金額を41の欄の金額にカロ算した金額を記載します。

② ③ の欄は、連結申告法人以外の法人にあつては法人税の明

細書 (別表4)の 30の欄の計算上損金の額に算入している所

得税額がある場合において、連結申告法人にあっては法人税

の明細書 (別表4の 2付表)の 41の欄の計算上損金の額に算

入している所得税額がある場合において、当該所得税額を記

載します。したがつて、法人税法第40条又は第81条の7の規

定により納付した所得税額を損金の額に算入していない場合

においては記載する必要はありません。

③ ③ の欄は、法人税の明細書 (別表12(D)の 9の欄の金額又

は14の欄の金額のいずれか低い金額 (法の施行地外において

行う資源開発事業等に係る特定株式等に関する部分の金額に

限ります。)を 記載します。

④ ① の欄は、法人税の明細書 (別表12(1))の 「益金算入額の

計算」の欄の29及び30の計欄の金額の合計額 (法の施行地外

において行う資源開発事業等に係る特定株式等に関する部分

の金額に限ります。)を 記載します。

O ③ の欄は、外国の事業に帰属する所得以外の所得に対して

課された外国法人税の額について法人税法第69条又は第81条

の15に規定する外国税額の控除の適用を受ける金額を有する

法人が外国の事業に帰属する所得以外の所得に対して課され

た外国法人税の額のうち、連絡申告法人以外の法人にあって

は法人税の明細書 (別表4)の 26の欄に記載した金額を、連

結申告法人にあつては法人税の明細書 (別表4の 2付表)の 3

7の欄に記載した金額を記載します。

⑥ ③ の欄は、第 6号様式別表 9の 当期控除額の 「計」の欄の

金額若しくは第6号様式別表10の当期控除額の 「計」の欄の

金額又は法人税法第59条第 1項若しくは第 2項 の規定の適用

を受けようとする法人が第 6号様式別表11の①の欄、②の欄

若しくは③の欄の金額を記載しますハ

-7-



欄 記 裁 の し か た 留 意 事 項

39「法人税の所得金額又は個別所

得金額①」

連結申告法人以外の法人にあっては法人税の明細書 0可表4)

の38の欄の所得金額又は欠損金額を、遼結申告法人にあっては

法人税の明細書 (別表 4の 2付表)の 46の欄の個別所得金額又

は相町1狩指ハ嫡券評爺l夕音オ

40「法第15条の4の徴収猶予を受

けようとする税額②」

2以 上の都道府県に事務所等を有する法人が修正申告に係る

税額につき徴収猶予を受けようとする場合において第 1号様式

による届出書に代えようとするものが記載してください。この

場合において記載する金額は、①の欄に記載した金額と④の欄

に記載した金額の合計額と同額になります。

41「利子割額の均等割への充当」 利子割額のうち法人税割額から控除することができなかった

金額について、均等割に充当を希望する場合は 「希望する」欄

に、充当を希望しない場合は 「希望しない」欄にそれぞれチェ

ックしてください。

なお、当該対象法人に未納に係る地方公共団体の徴収金があ

る場合、「希望しない」にチェックしても、当該徴収金に充当さ

れます。

42「遠付請求」の「中間納付額①」 中間納付額の還付を受けようとする揚合において還付請求書

に代わるものとして記載することができます。この場合におい

て、還付請求額として記載する額は、①の欄又は②の欄に△印

を付した法人税割額又は均等割額と、④の欄に記載した事業税

箱の合計額ン同箱になりますべ

43「遠付請求」の 「利子害」額⑭」 利子割額の遠付を受けようとする場合において還付請求書に

代わるものとして記載することができます。この場合において、

還付請求額として記載する額は、以下のとおりです。

(1)利 子割違付額の均等割への充当を、「希望する」とした場

合 均 等割に充当される額を控除した後の額 (①の欄の額から

②の欄の額を控除した金額となります。)を 記入してください。

(2)利 子割還付額の均等割への充当を、「希望しない」とした

場合 ① の欄に記載した金額と同箱になりますハ

44「申告期限の延長の処分 (承認)

の有無」の 「事業税」

法第72条の25第2項から第 7項 まで (法第72条の28第2項 に

おいてこれらの規定を準用する場合を含みます。)の 規定により

申告期限の延長の処分を受けている法人は 「有」を、その他の

法人は 「無1を ①印で囲んでください。

45「申告期限の延長の処分 (承認)

の有無」の 「法人税」

次に掲げる法人は 「有」を、その他の法人は 「無」を○印で

囲んでください。

(1)法 人税法第75条の2第 1項 (同法第145条において準用する

場合を含みます。)の 規定により法人税の確定申告書の提出期

限が延長されている連結申告法人以外の法人 (同法第75条の

2第 6項 (同法第145条において準用する場合を含みます。)

において準用する同法第75条第 5項 の規定により当該提出期

限が延長されたものとみなされた場合を含みます。)

② 連 結申告法人のうち、法人税法第81条の24第1項の規定に

より法人税の連結確定申告書の提出期限が延長されている連

結親法人 (同条第 3項 の規定において準用する同法第75条第

5項 の規定により当該提出期限が延長されたものとみなされ

た場合を合みます。)及 び当該法人との間に連結完全支配関係

がある連結子法人

46「法人税の申告書の種類」 次に掲げる法人税の申告書を提出する法人の区分ごとに、そ

れぞれに定める申告書の種類を○印で囲んでください。

(1)法 人税法第 2条第40号に規定する青色申告書を提出する法

人  「青色」

(21 その他の申告書を提出する法人  「その他|



欄 記 載 の し か た 留 意 事 項
47「法人税の当期の確定税額又は

連絡法人税個別帰属支払額」

次に掲げる法人の区分ごとに、それぞれに定める金額を記載

します。

(D 連 結申告法人以外の法人 当 該事業年度の当該法人に係る

法人税額 (当該金額のうちにリース特別控除取戻税額等があ

る場合には、当該リース特別控除取戻税額等を控除した額)

② 連 結申告法人 当 該連絡事業年度の当該連結法人に係る連

結法人税個別帰属支払額 (当該金額のうちに個別帰属リース

特別控除取戻税額等がある場合には、当該個別帰属リース特

別控除取戻税額等を控除した額)

「翌期の中間申告の要否」 次に掲げる法人は 「要」を、その他の法人は 「否」を○印で

囲んでください。

(D 連 結申告法人以外の法人にあっては、当該事業年度の当該

法人に係る法人税額 (当該金額のうちにリース特別控除取戻

税額等がある場合には、当該リース特別控除取戻税額等を控

除した額)に 6を乗じて得た金額を当該事業年度の月数で除

して計算した金額が10万円を超える法人 (翌期に法人税法第7

1条第 1項 (同法第72条第 1項の規定が適用される場合及び同

法第145条においてこれらの規定を準用する場合を含みます。)

の規定によつて中間申告をする必要のある法人を含みます。)

の 連 絡申告法人にあつては、当該連結事業年度の当該連結法

人に係る連結法人税個別帰属支払額 (当該金額のうちに個別

帰属リース特別控除取戻税額等がある場合には、当該個別帰

属リース特別控除取戻税額等を控除した額)に 6を乗じて得

た金額を当該連絡事業年度の月数で除して計算した金額が10

万円を超える法人

49「国外関連者の有無」 外国 (わが国と租税条約を締結している国に限ります。)に 子

会社又は親会社等 (租税特別措置法第66条の4の 規定に該当す

る法人)を 有する法人は 「有」を、その他の法人は 「無」を○

印で囲んでください。
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